
危険な家屋は市町村で助言、指導、勧告、命令が行われます。
命令に従わない場合には、行政代執行が行われる場合があります。

建築物等の解体工事の実施には建築
業許可か解体工事業登録が必要です。

解体工事をする前には、上水・下水・ガス管のキャップ止め工事と電
気・電話の切断工事を行い、防音・防塵用の足場を組み安全に配慮
した工事が必要です。

家屋解体相談案内
解体等工事を始める前には、調査・届け出が必要です。

解体に必要な
費用は全部で
どれくらい？

空き家を
どうにか
したい！

解体前に
必要な手続きって
どうするの？

不用品の
処理は

どうするの？

建築物の解体工事で床面積の合計が80㎡以上ある場合は建設リサイクル法に基づ
く届け出等が必要で、解体工事は分別解体で行い、リサイクルが必要です。

大気汚染防止法により石綿（アスベスト）の飛散を防止するために、特定粉じん排出
等作業の届出義務者は発注者又は自主施工者になり、解体等工事の事前調査、説明、
掲示の義務付けが必要です。

リサイクルが
必　要

特定粉じん
排出等

作業の届出

空き家等の適正な管理は
所有者の責任です。

一般社団法人 鹿児島県建造物解体業連合会

〒890-0054 鹿児島県鹿児島市荒田2丁目14－５　第1平和ビル１階

TEL 099－251－1033　FAX 099－251－1670
http://www.kaitairen.org/

一般社団法人




